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第 1回播磨科学公園都市圏域定住自立圏ビジョン懇談会資料 

定住自立圏構想の概要について 
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１ 定住自立圏とは  

 

 

 

 

◆平成２１年に国（総務省）が創設した制度 

◆法律ではなく、柔軟な運用が可能となる「要綱」に基づく制度 

◆中心市と近隣市町が自らの意思で圏域を決定することができ、定住自立圏形成協定の締結に関し

て、各市町議会の議決を経て、圏域を形成することができる。 

◆平成２８年４月１日現在、全国でたつの市を含む１２７市が中心市宣言を行い、１０８圏域で定

住自立圏が形成されている。 

◆兵庫県内においては、たつの市を含む６市が中心市宣言を行い、本圏域を含む７圏域で定住自立

圏形成協定を締結している。 

◆本圏域を除く６圏域では、定住自立圏共生ビジョンを策定している。 

三大都市圏への人口流出を食い止め、地方圏への人口の流れを創出す
るため、地方の核となる都市を中心として、周辺の市町と連携し、都
市機能や生活に必要な機能を確保して、魅力ある地域を形成していこ
うとする取組 
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２ 定住自立圏のイメージ  
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３ 定住自立圏形成の流れ  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市宣言 

条例制定 

議会の議決 

ビジョンの策定 

 

連携事業の開始 

・定住自立圏形成に中心的な役割を担う意思を表明 
・たつの市は平成 27 年 9 月 25 日に中心市宣言 

・定住自立圏形成協定は「議決事項」とする内容の条例を制定 
・全ての市町が平成 27 年 12 月議会、平成 28 年 3 月議会で制定 

・定住自立圏形成協定の締結に関して、全ての市町が平成 28 年 
3 月議会で議決 

協定締結 

・中心市と連携の意志を有する自治体との間で「１対１」の協定 
を締結（平成 28 年 3 月 30 日に協定を締結） 

・協定内容に基づき、ビジョンを策定 
・播磨科学公園都市圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会を設立 

・総務省及び兵庫県にビジョンを提出し、連携事業を開始 
・ビジョンに記載されている事業に対し、国が財政支援措置を講 
ずる。（特別交付税） 

毎
年
見
直
し 



4 
 

４ 定住自立圏形成協定 協定項目一覧  
 

生活機能の強化に係る政策分野 

政策分野 取組項目 取   組   内   容 

(1) 医療 医療圏域体制の充実 
地域医療の充実・強化を図るため、医師・看護師等の医療従事者の養成・確保に努

め、圏域住民が安心して生活できる地域医療体制を構築する。 

(2) 福祉 

高齢者・障害者支援及び認知

症対策体制の充実 

高齢者や障害者が、暮らしやすい地域社会の実現に向け、福祉の充実・強化につな

がる取組を推進する。また、認知症に関する見守りネットワークの構築や相談体制

の充実等、地域支援体制の充実を図る。 

子育て支援体制の充実 
圏域住民が安心して子どもを産み育てられる環境を整備するため、子育て支援体制

の充実・強化につながる取組を推進する。 

(3) 教育 学校教育・社会教育の充実 

圏域住民が生涯を通して学べる機会の充実を図るため、社会教育・社会体育施設等

の共同利用や、圏域や播磨科学公園都市の特性を生かした交流のほか、文化・スポー

ツ等、児童・生徒の交流等の取組を推進する。 

(4) 産業振興 

農林畜産業の振興 
圏域内の農林畜産業の担い手や雇用を促進するため、就業及び就学を支援する取組

を行い、圏域の人材育成と定住者の増加を図り、農林畜産業の振興を推進する。 

圏域観光の推進 

圏域における広域観光を推進するため、広域観光体制を充実・強化し、観光資源の

磨き上げとネットワーク化による観光事業の充実並びに観光情報の発信及びセール

スプロモーションの強化を図る。 

雇用・企業等誘致の推進 

播磨科学公園都市のほか、圏域内の工業団地や低・未利用地、その他空き工場等へ

の企業立地を促進するとともに、ビジネスマッチングや既存企業の育成等による地

域産業の活性化と雇用機会の増大を図る。また、播磨科学公園都市内に政府関係機

関の誘致を推進する。 
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政策分野 取組項目 取   組   内   容 

(4) 産業振興 地産地消の推進 
圏域における地産地消を推進するため、地産地消のネットワークの構築及び地産地

消に関する事業を行う。 

(5) 環境 
環境への負荷の少ない持続可

能な社会の構築 

圏域環境への負荷の少ない持続可能な社会を実現するため、低炭素社会、循環型社

会、自然共生社会づくりの取組を推進する。 

(6) 消防防災 圏域内防災体制の強化 
圏域住民の安全を確保するため、圏域内の防災体制の強化、防災意識の向上に向け

た取組を推進する。 

 

 

結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

政策分野 取組項目 取   組   内   容 

(1) 地域公共交通 
地域公共交通ネットワークの

充実 

圏域内移動の利便性を向上させるため、姫新線、山陽本線、路線バス等の利用促進の

ほか、地域公共交通の充実に向けた取組を推進する。 

(2) 道路等交通インフラ 
効率的な交通機能のネットワ

ークの形成 

効率的な交通機能のネットワーク形成を図るため、圏域内外を結ぶ主要幹線道路や

生活道路の整備を推進する。 

(3) 交流・定住促進 
地域資源の活用による交流・

定住促進 

圏域内の人口減少を抑制するため、圏域内外の交流人口の増大を図るほか、移住・定

住支援を推進する。 

 

 

圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

政策分野 取組項目 取   組   内   容 

(1) 人材育成 
地域をけん引する人材の育成

及び人事交流の実施 

圏域のマネジメント能力の強化を図るため、職員の合同研修会の開催のほか、外部

の専門的な人材の活用と人事交流を推進する。 
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